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海洋分野における総合知及び市民参加型の取組について

内容
1. 海洋分野における総合知の創出・活用とはどのようなものか
2. 海洋分野における総合知の創出・活用や市民参加型の取組の

意義
3. 今後、海洋分野において総合知の活用や市民参加型の取組の

進展が特に期待される領域は何か、また、これらによりどの
ような成果が期待できるか

4. 総合知の創出・活用や市民参加型の取組の推進のためにはど
のような仕組みが必要か

5. 総合知の創出・活用や市民参加型の取組の推進に当たって
留意すべき事項

58



1960年代 公害反対 例 水俣病（住民vs企業）
1970年代 自然保護 例 入浜権運動、水鳥と漁業（市民vs企業；行政；漁業者）
1990年代 持続可能性へパラダイムシフト ←1992年リオ宣言、Agenda21

海洋分野における総合知及び市民参加型の取組…管理への参加に向けて

図 日本の沿岸における市民運動の展開

市民団体
などによる

モニタリング

個人による
モニタリング
＋発信

ICT技術の進歩
1995年～Web1.0:  HPからの発信

例 ハゼの住処調査プロジェクト
〈ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ＋ﾃﾞｰﾀ分析;環境教育〉

例 海浜ごみ収集＋データ化

例 海辺の生物のモニタリング

例（官）東京湾水質一斉調査

例 全国各地でアマモ場再生

例 自然再生事業→ 地域協議会
（2003年 自然再生推進法）

2005年～Web 2.0
双方向SNS

例 WEB魚図鑑など市民科学
Citizen Science

行政・漁業との連携
「管理」への参加

環境教育

ICT＋ビッグデータ
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1. 海洋分野における総合知の創出・活用とはどのようなものか
Q いまの科学の目的は‥︖
科学と科学的知識の利用に関する世界宣言（1999年7月1日採択）
1999年7月、世界科学会議(world conference on science) ユネスコと国際科学会議(1CSU)がブ
ダペストで共催。「21世紀の科学・新しいコミットメント(責務)」をテーマに、世界中から科学
者、技術者、国会議員、マスコミ、政府関係者らと2000人以上が参加して、21世紀の科学のあり
方かを議論し、次の4つを宣言。

1. 知識のための科学︓進歩のための知識（19−20世紀に発展）…従来の科学
2. 平和のための科学
3. 開発のための科学
4. 社会における科学と社会のための科学︓人類の福祉が目的

21世紀科学の
新しい座標軸

特性 知識のための科学 社会のための科学
目的 真理の追求 問題の解決 →「政策のための科学」

求められる力 創造性 社会影響を洞察し、社会と対話する力
求められる行動 知識の生産 知識の移転、流通、活用、制御、仲裁、説明

…〈知識創造〉
主体 科学者集団 ＋ステークホルダー/市民
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社会のための海洋科学の
プロセス

・変革型 transformative
・参加型 participative
→ 従来の「欠如モデル」「技術官

僚モデル」からの脱却
→ 多様な関係者の対話による、

「知識創造」

1. 海洋分野における総合知の創出・活用とはどのようなものか

Q いまの海洋科学の目的は‥︖
■持続可能な開発のための
国連海洋科学の10年（2021−30年)

人びとと海をつなぎ、持続可能な開発のため
に Transformative Ocean Science
（変革的海洋科学）による解決を目指す
(UNESCO,2019)

【重点的に行う取組み例】
• 海洋システムや地球・気候システムにおける海

の役割等に関しての知識を広める。
• 健全な海洋環境の増進と生態系システムに考慮

した経済活動を支えるための研究を推進し、成
果を幅広く共有する。

• 海洋に関する事故・災害によるリスクを低減す
るための早期警報システムを構築する。

• 海洋観測システム、データシステム等の基盤を
強化する。

• 海洋科学の知見や海洋技術の移転・共有及び教
育・研修を通じた人材育成を促進する。

• 民間部門を含めた海洋科学の関係者間の連携と
政策決定者への迅速な情報伝達を強化する。

（文科省HP資料から）

研究の推進

知識を広める

海洋リスクの低減

観測/ﾃﾞｰﾀｼｽﾃﾑの基盤強化

人材育成

連携強化

海洋/沿岸域利用管理
（↑Agenda21 第17章で義務化）
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6

専門家への
信頼度

一般市民には政策の
意思決定に関与する
知識や能力はない
〈欠如モデル〉

話し合いながら
共に考えよう

〈対話・共考・協働〉
（土屋、2012））

〈技術官僚モデル〉
科学者はいつでも確実
で厳密な答えを出す＆
科学者が出す厳密な答
えはどんな場面でも成
立しうる（藤垣,2003）

対話による学び合い
（「福島の海と魚を語ろう」2014年11月）

多義的不確実複雑単純

環境リスク (平川, 2012)

1. 海洋分野における総合知の創出・活用とはどのようなものか

ソーシャル・ラーニング（social learning）
社会や生態系に利するための関係者間の参加型意思決定や協働の場で生まれる、人びと
の学び合い。自然資源環境管理の現場で観察されるソーシャル・ラーニングには「心を
開いたコミュニケーション、進化していく思考、他者との協働における問題解決」と
いった共通点がみられる(White et al. 2005) 。

トランス・サイエンス
科学によって問うことはできる
が、科学によって答えることが
できない問題群からなる領域

《科学技術社会論》
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総合知＝多様な人びとが対話を通して創造する知識

1. 海洋分野における総合知の創出・活用とはどのようなものか

科学の知
Scientific Knowledge

• 自然科学＋社会・人文科学
• 形式知
• 客観主義・普遍主義・論理主義
• 〈なぜ？〉を問う

地域の知/経験知
Local knowledge

• 「暗黙知」「私たちは言葉にでき
るより多くのことを知ることがで
きる」 M．ポランニー(1967)

• 「臨床の知」中村雄二郎(1992)
• 〈どのように？〉を問う

地域および先住民の知識とは自然環境との相互作用の長い歴史を持つ社会によって開発された理解、スキ
ル、および哲学を指します。 地方や先住民にとって、地元の知識は日常生活の基本的な側面についての意
思決定に役立ちます。この知識は、言語、分類システム、資源使用慣行、社会的相互作用、儀式、精神性
も含む文化的複合体に不可欠です。これらのユニークな知識の方法は、世界の文化的多様性の重要な側面
であり、地域に適した持続可能な開発の基盤を提供します。(出所︓UNESCO http://www.unesco.org/new/en/natural-
sciences/priority-areas/links/related-information/what-is-local-and-indigenous-knowledge

「国連海洋科学の10年」が海洋科学の「社会化」を促す背景 (UNESCO 2020)
・人類の持続的発展には海の恵みが不可欠
・海の資源環境が人間活動の影響によって劣化・
・海にはいまも謎が多く、わからないことにはなんともできない

ソーシャル・ラーニング
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1. 海洋分野における総合知の創出・活用とはどのようなものか

多様な人びとの対話による「知識創造」= ソーシャル・ラーニング
■水俣病研究会についての原田正純氏の述懐から

水俣病裁判が提起されてから三か月の後の９月に、水俣病対策市民会議の裁判研究
班の提案により、私たち自身の水俣病告発の運動として、有志による研究組織が発
足した。研究会のメンバーは、…

はじめて私に、この会に来ないかと声がかかったとき、私自身、なにか裁判につい
て、医学の専門家として多少なりとも役に立つだろうぐらいに考えていた。しかし
その自負は冒頭の討論から、もろくも崩れ去っていった。私はさまざまな研究会や
グループの討論には、少なからず参加した経験があったが、この研究班の討論ほど
厳しく苦しい討論はなかった。前もって自分の主張をプリントして配るのであるが、
全体の討論の中で私の文章はズタズタにされていった。私は、そのなかでさまざま
なことを学んだ。とくに論理の立て方や、実証のあげ方、共同研究のあり方、さら
に専門家とはいったい何かというような問題にまで、目を開かされていったのであ
る。

原田正純(1972)『水俣病』岩波新書（青版）841、岩波書店．13頁
３ 水俣病研究会に参加して 研究会の誕生
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2. 海洋分野における総合知の創出・活用や市民参加の取組の意義

■環境管理における関係者の「参加」の経緯 (Reed, 2008)
1960年代 意識の向上︓技術移転パラダイムに対する批判
1970年代 地域の視点をデータ収集や計画に含める
1980年代 「地域の知 local knowledge」収集技術の発達〈国際協力分野〉

例 Chambers(1983)︓Rapid & Participatory Rural Approach（参加型地域調査）

1990年代 環境と開発に関するリオ宣言 ＆ 行動計画アジェンダ21
→「参加」が国際的規範に

■参加の意義（Fiorino(2005);平川秀幸(2012)）
(1) 規範的意義

民主主義社会において、多様な人の参加は当然の権利である。
(2) 道具的な意義

多様な参加は不要な対立を減らし、合意や信頼を容易にする。
(3) 実質的意義

• 社会の多様な価値やビジョンや利害を決定に反映させ、それらの相互
調整、公益実現を図る。

• 意思決定に必要な知見、知識の質を高める
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3.今後、海洋分野において総合知の活用や市民参加型の取組の進
展が特に期待される領域は何か、また、これらによりどのよう
な成果が期待できるか

海洋分野における参加の意義
(1)規範的意義
→ 「変革的海洋科学」の促進
(2)道具的な意義
→ 専門家・非専門家間を含めた関係

者間の信頼関係の醸成
(3)実質的意義
→ 海洋/沿岸生態系および環境情報

の充実 → 市民科学の発展
→ 人びとの海洋/沿岸域リテラシー

の強化
→問題解決に向けた合意形成の促進
→よりよい海洋政策の決定、実施

期待される成果
地域共同体や市民が参画する
海洋／沿岸域管理の基盤構築

capacity development

例えば‥

資源環境管理の基本的な流れ

資源環境ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ構築

資源環境の評価

管理目標決定/計画策定
（ 生態系保全再生を含む）

管理計画の実施

資源環境ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
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レベル４
意味ある応答

市民参加の5段階
（原科(2005)から作成）

行政と市民
が議論する

行
政
の
み
が
主
体

レベル５
パートナーシップ

レベル３
形だけの応答

レベル２
意見聴取

レベル１
情報提供

自立した主体が対等な関係で
協力しあい、地域の問題の解
決または改善に努める

レベル４
行動する

レベル３
意思決定に参加

レベル２
協議する

レベル１
情報の共有

Q 海洋分野における市民科学活用によりどのような成果が期待できるか

管理への
参加を促進

↑
海洋/沿岸域管理

の
基盤構築

↑
市民・行政間の
情報の不均等の

緩和/解消

地域共同体エンパワメントの
段階的発展過程
Paul(1987)から作成

地域共同体による海洋管理・沿岸域管理の基盤構築と参加の促進
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◆ 地域の拠点形成とその機能の充実
拠点機能︓知の集積/データ分析/情報提供/話し合いの機会と場の提供/管理
に関わる権利と義務の調整/地域活性化のための中間支援組織的機能など

4. 総合知の創出・活用や市民参加型の取組の推進のためにはどの
ような仕組みが必要か

事例：米国の海洋教育研究拠点 国家シーグラント・プログラム
経緯︓1960年代の急激な社会技術の変化、環境意識のめざめ、海洋や五大湖の資源からの新

たな富を活かす能力への確信などから生まれた。
1963年 ミネソタ大学教授が沿岸プログラムを開発するSea Grand Colleges の設立を提案
1966年 国家シーグラント・カレッジ・プログラム法 → 教育、研究、エクステンションの

開始。
シーグラント・エクステンション・プログラム 300名の教授および多数のボランティアが教

育プログラムに従事
使命︓プログラムを通して、行動や経済の変化をもたらすような教育活動をおこなう
典型的な形態︓大学を拠点とした教育プログラム︓研究で得た知見を個人・組織・グループを

支援するために適用する。大学の知識を広めるプログラムに必要な献身的な人々＝シー・グ
ラント・エクステンションプロフェッショナル＝専門家、教育者、海洋アドヴァイザー、教
授など。エクステンション教育の全体的なゴールは、あらゆるレベル（個人から公共政策ま
で）における意思決定に情報を提供すること。

出典 Sea Grant Fundamentals of an Extension Program(2012）leaflet.

68



「参加」の留意事項 (Reed,2008)
1. 関係者の参加とは、エンパワメント、公正、信頼、学びといった事
柄を重視する信条に裏打ちされたものでなければならない。

2. できるだけ早い段階で、また、プロセス全体をとおして考えるべき
ものである。

3. 関係者は体系的に分析したうえで代表されるべきである。
…「関係者分析」→参加者のレジティマシー

4. はじめに参加のプロセスのための明確な目標について関係者間で合
意すべきである。

5. 参加手法は、目標、参加者のタイプ、従事する適度を考慮しなが
ら、選択し、意思決定の文脈にそって調整すべきである。

6. 高度なファシリテーション・スキルは不可欠である。
…専門家 ＆ 非専門家の多様な意見からの知識創造のために

7. 地域の知と科学知を統合すべきである。

５.総合知の創出・活用や市民参加型の取組の推進に当たって留意
すべき事項
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海洋分野における総合知及び市民参加型の取組について
《まとめ》

1.総合知の創出・活用とはどのようなものか
→ 多様な人びとの対話によるソーシャル・ラーニング
2. 総合知の創出・活用や市民参加型の取組の意義
→ 規範的意義、道具的な意義、実質的意義
3. 今後、海洋分野において総合知の活用や市民参加型の取組の進展が特に
期待される領域は何か、また、これらによりどのような成果が期待できるか
→ 地域共同体が参画する海洋／沿岸域管理の基盤構築の促進〈海洋資源環

境に関するデータベース強化／関係者の管理能力の向上／関係者間の合
意形成のしやすさが向上〉

4.総合知の創出・活用や市民参加型の取組の推進のためにはどのような仕組
みが必要か
→ 地域の拠点形成とその機能の充実〈知の集積/データ分析/情報提供/話し

合いの機会と場の提供/管理に関わる権利と義務の調整/地域活性化のた
めの中間支援組織的機能など〉

5.総合知の創出・活用や市民参加型の取組の推進に当たって留意すべき事項
→ 「参加」の留意事項; とくにステークホルダーとファシリテーション
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海洋分野における総合知及び
市民参加型の取組について

（その２）

東京大学 大気海洋研究所

牧野光琢

1
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今日のお話

１．総合知と市民参加型研究の例（牧野の経験）

２．どのような場面で総合知や市民参加が有効なのか？

３．今後の重要分野と、それを支援する仕組み

2
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① 大分県タチウオ資源管理

3

（堀川2015、Makino et al. 2017)

漁師・加工業者・住民等か
らなる地元協議会を設立し
モデルの構造を共にデザイ
ン（目的変数と目標水準）、
漁師と共にデータ収集、自
治体職員用の汎用シミュ
レーション・ソフトを作成
して地域の合意形成を支援

理
系
部
分

文
系
部
分

地元協議会の決定に基づき
地元流通を開始

＋
水産高校とレシピ開発
（おいしいです！）
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1. 水質
2. 有害微生物(HAB)

3. 漁獲統計 4. 違法漁業監視 5. 海プラごみ

4

② 尼国零細漁業者による海洋モニタリング
（日本国農水省ODA事業2017～）

衛星データのギャップも補完
++++++++++++++
++++++++++++++
++++++++++++++
++++++++++++++
++++++++++++++

Status Report (initial version)

Fish IUU fishing vessels

Water quality Fish species IUU fishing gears

Turbidity Summary

スマホ用アプリ協働開発
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③ 漁業者が自ら議論するための「浜の道具箱」

全国の浜における工夫
のデータベース。
基本構造や、ポンチ絵、
表現などは、心理学者、
地域漁業者らと共創。
多くの学びがあった。
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今日のお話

１．総合知と市民参加型研究の例（牧野の経験）

２．どのような場面で総合知や市民参加が有効なのか？

３．今後の重要分野と、それを支援する仕組み

6
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問題定義やゴール設定に関すること

Hori & Makino (2018) Marine Policy

国や地域により、海から
得られる幸せ（Wellbeing)
の重みづけ・優先順位は違う

法理・但馬・牧野(2017)沿岸域学会誌・奨励賞受賞論文

同じ国でも、海の利用形態により、
海洋生態系サービスへの

関心・必要な科学情報も違う
7
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設定したゴールに至る道筋に関すること

8
但馬・牧野（2017）沿岸域学会誌

一口にアマモ場保全といっても、
地域に適したやり方は津々浦々

訪問型研究者には見えないことばかり

Makino and Wells （2020）PICES Press

現場の人とともにデザインすると、
Sense of Ownershipが生まれ、

プロジェクトの効率性も持続性も向上
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研究者側が現場から学べること

9

• 専門家が見落としている点、教科書や論文に書いてない項目など。
例：各地で蓄積された地域生態知や、浜の道具箱における「安全」の項目。

• 現場からのフィードバックに基づくPDCAは、問題解決型研究に不可欠。
例：論文執筆に重要なことではなく、現場にとって重要なこと。
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江守（2014）EICネット
10

文理融合研究（総合知）と市民やSH協働は
大型国際プロジェクトでも基本的アプローチに

“Future Earth”の 超学際（TD)研究
（TransDisciplinary Research）

“UNDOS”の 変革的海洋科学
（Transformative Ocean Science）

牧野・川辺（2021）学術の動向、牧野（2021）Ocean News Letter
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今日のお話

１．総合知と市民参加型研究の例（牧野の経験）

２．どのような場面で総合知や市民参加が有効なのか？

３．今後の重要分野と、それを支援する仕組み

11
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Wicked Problem（厄介な問題）

• 知識が不確実で、価値観がかかわっており、利害関係が大きいと
いう特徴（谷口2018学術の動向4月号）。

• 気候変動対策、生物多様性保全などがその典型。近年ではコロナ
対策も。人類の持続可能性に関わるテーマはほぼ全てこれ。

• 縦割りの科学では解決できない。ここにこそ、総合知と市民参加
が必要。

12
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13

１．きれいな海、２．健全で回復力のある海
３．生産的な海、４．安全な海
５．万人に開かれた海 ６．予測できる海
７．夢のある魅力的な海

＜人文・社会科学の視点＞
きれいとは？健全とは？誰がどう決める？
どんな回復力をどう強化する？何を生産するべき？
何に対して安全？何を予測する？
そこにいくら使ってよい？
魅力的とは？市民と産業はどうかかわる？

これら両方がそろっ
て初めて、何をどう
研究すべきかが明ら

かになる。

UN Ocean Decadeにおける７つの社会的出口（ゴール設定）

＜自然科学・工学的視点＞
海洋汚染や生態系の回復過程、生物生産メカニズム
解明、より確度の高い予測や防災のための技術開発、
効率的なデータ管理など

さらに社会実装の為には、
市民や産業界の視点と協
力が不可欠。これが無け
れば、絵にかいた餅
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目下の海洋関連課題における
総合知と市民参加に関する論点の例

• 気候変動の緩和・適応（海や資源の変化をどうやってモニタリングす
るのか、それは過去とどう違うのか、適応策をどう立案し実装するの
か、その費用はだれが払うのか）

• 海洋生態系保全（生態系各構成要素とそのサービスの何がどの程度大
事なのか、だれがどうやって保全するのか、どれくらい費用をかけて
よいのか、効果をどうモニタリングし評価するのか）

• 洋上風力発電（どんな内容の環境影響評価をどこで実施するのか、地
域内でどう合意形成するのか、どんなリスクをどこまで許容するのか、
富をどこに分配するのか）

14
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SDGｓのネクサス・アプローチ

ICSU(2017) Guide to SDG Interaction

個別のゴールではなく、まとめて相乗効果を狙う。海はその典型。
SDG14と、2(Hunger), 1(Poverty), 8(Economic Growth), 11 (Cities 
& Communities), 12 (Consumption/ Production), 13 (Climate)の

相互作用

同一の生態系を、多様な利用
形態が共同で使っているとい
う科学的事実がカギ。

利害関係者全体のベネフィッ
トを最大化するために、社会
全体での工夫が必要。
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その支援のための仕組み
• ミッション志向型（問題解決型）の比較的大きな研究プロジェクト。文
理融合・利害関係者参加型、そして、できれば行政官の参加も（行政知
も地域知とならび重要な知）。

• 市民や利害関係者の側の科学リテラシー向上と、科学者の側のサイエン
スコミュニケーション能力向上も重要。たとえばプロジェクト採択の必
須事項にするなど。

• 研究者の育成・評価（特に若手をどう育成・評価するか）

• プロジェクトにおけるコ・デザイン期間の扱いや、社会実装期間の扱い
（タチウオでは、中身が具体的に決まるまでに2年）、地域と研究の間
の対等な関係の担保（途中で逃げない＋苦情を言える）

• 産業界が参加しないと、社会は変わらない。参加するための正当性（自
営業者向けの日当も）。現場関係者が「俺たちの研究」と思ってくれる
かどうかがカギ。 16ありがとうございました
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参考資料
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自己紹介

• 教育：京都大学農学部水産学科（水産物理）→（留年・文転）→同・人間環
境学研究科修士（環境経済学）→ケンブリッジ大学修士（制度経済学）→京
大人間環境学研究科博士（環境政策学）

• 経歴：横浜国立大学PD（生態系リスク管理）→国研・水産研究教育機構
（水産資源管理政策）→東大大気海洋研（海洋保全政策）

• 学会：日本海洋政策学会（学術委員長）、日本水産学会（水産政策委員長）、
水産海洋学会、環境経済政策学会、漁業経済学会、沿岸域学会、等

• 政府委員等：水産庁（資源管理、海洋保護区）、環境省（自然公園、知床世
界遺産）、文科省（ユネスコ国内委員会）、内閣府（海事務局PT、日本学
術会議小委員会）等 18

89



これまでの研究（その１）：
水産資源の利用と制度・経済分析

19

再生産効果の指標

成
長
効
果
の
指
標

金融工学を援用した
京都府ズワイガニの
コ・マネジメント意
思決定支援モデル
（牧野・坂本2003、Makino
2004）

中国
需要

動的計画法による総
合的なナマコ漁業管
理シナリオ分析
（牧野2011、牧野ら2011）

各地の社会
的・生態特性
に応じた管理
施策の組合せ
が、管理施策
の内容や収入
安定に寄与す
る程度を評価

p 0.912
1-p 0.088

SUCCESS: 3725.49
EXPAND X and R, or STOP ? 1904.81
MAX[2315.59-EX3 , 1505.19] 973.91 　　X,R, 
 = 1630.29    EXPAND 497.95       Great Success
MAX[1184.31-EX3 , 769.59] 2753.63
 = 769.59     STOP 1407.91

SUCCESS: MAX[ 605.53-EX3 , 393.47] 719.85 　　X,R, Success
TRY R, EXPAND X, or STOP ?  = 393.47     STOP 368.05
MAX[2089.03 , 2149.39-EX2, 1742.19]
 = 2089.03   TRY R FAILURE: 1943.74
MAX[1046.18 , 1098.98-EX2 , 890.75] EXPAND X, or STOP? 993.82
 = 1046.18   TRY R MAX[1254.67-EX3 , 1042.06] 508.13 　 Only X, 

 = 1042.06   STOP 259.80       Great Success
MAX[657.55-EX3 , 444.00] 1565.79

TRY X ?  = 444.00     STOP 800.57
MAX[2360.09-EX1 , 1931.46] MAX[336.20-EX3 , 227.01] 409.33 　　Only X, Success
 = 1932.89  TRY X  = 227.01     STOP 209.28

FAILURE: ABANDON the Project
1196.4 947.52 566.92
611.69 397.09 289.86

247.7 148.20 　　FAILURE 
75.78 　　　in Phase 1

Phase 2Phase 1 Phase 3 Phase 4

意思決定の柔軟性が生
み出す経済価値とリス
クヘッジ効果を評価

資源動態学とリスク論で
資源回復計画を評価
（牧野2007漁業経済学会奨励賞）

管理対象種の
生物学的特性
に応じた、行
政支援内容の
立案

魚種交替現象を前提とした
漁業管理政策の提案
（Makino and Mitani 2010、牧野・齊藤
2013、金子ら2013、Makino 2018）

http://www.souhou.jp/fukushima

さまざまな水産
政策オプション
が、地域経済や、
食料自給率、税
収等へ与える波
及効果を評価

（数理は科学の共通言語）
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これまでの研究（その２）：
生態系保全と産業利用の両立（知床世界遺産など）

20

知床世界自然遺産科学委員会（2007）

海域生態系を構成する種の多く、鍵
種のほとんどを、漁業が長年にわた
り利用。多様な種を人が持続可能
に利用することと、生態系の構造・
機能を保全することは、ほぼ一致

（斜里町Webpage
り）

（Makino et al. 2009 Marine Policy, Makino & Sakurai 2012 ICES JMS, etc.)

地域漁業者は、世界遺産
保全の中核的存在（保全
のために排除する対象で
はない）。管理体制の全て
に初めから参加。

海洋生態系の上から下
まで、バランスよく利用
することが、生態系保全
と整合的であることを
IUCNの研究グループと
してScience誌に発表
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•

こ
れ
を
下
敷
き
に
し
て
、
地

域
の
デ
ー
タ
・
モ
デ
ル
と
、

S
H

に
と
っ
て
の
重
要
事
項

を
、
一
つ
一
つ
紐
づ
け
て
い

く
。

•

足
り
な
い
も
の
で
重
要
な
も

の
は
、S

H

と
共
に
デ
ー
タ

を
整
備
（
市
民
調
査
の
コ
・

デ
ザ
イ
ン
）
。

SES（社会-生態系）アプローチ：自然生態系と人間社会系を併せ、一つの大

きな系としてモデルを構築する研究アプローチ。多様な専門分野・理論・モデルの
「大きな盛り合せ皿」としての役割。

海洋科学の
主なキーワード＆
データの一覧
（大海研にて作成）
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22

総合知としての社会-生態システム図（SES図）：
石西礁湖の場合（Makino et al. 2020）

SH

海洋保全、教育、文化、観光 関係者
海洋環境の保全を目的とした組織
海洋保護団体・自然保護団体
海洋・環境に関する研究・教育機関
娯楽サービスの提供に関わる団体、事業者
趣味や余暇としての海洋利用者

水産業 関係者
漁業に関係する行政組織
漁業関連団体、事業者

（漁業者，漁
協）
加工・流通組織、事業者

海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ・海洋資源 関係者
関係する行政組織
海洋エネルギー関係組織、事業者
海洋資源採掘に関係する事業者
製塩業者

工業、土建業、海運業 関係者
港湾整備、海運に関係する行政
沿岸の重工業関連企業
沿岸域の土木建設業関係者
海運関係
港湾施設整備の関係者

海域、安全 関係者
海上保安庁
海上自衛隊
海面利用調整組織
警察、消防
保険業の関係事業者
医療・福祉関係

陸上環境 関係者
環境に関係する行政
農業に関係する行政
自治組織、地元住民
観光、商工業関係団体
農業・林業関係団体
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SH

海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ・海洋資源 関係者
関係する行政組織
海洋エネルギー関係組織、事業者
海洋資源採掘に関係する事業者
製塩業者

工業、土建業、海運業 関係者
港湾整備、海運に関係する行政
沿岸の重工業関連企業
沿岸域の土木建設業関係者
海運関係
港湾施設整備の関係者

海域、安全 関係者
海上保安庁
海上自衛隊
海面利用調整組織
警察、消防
保険業の関係事業者
医療・福祉関係

陸上環境 関係者
環境に関係する行政
農業に関係する行政
自治組織、地元住民
観光、商工業関係団体
農業・林業関係団体
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供

調基

調

生態系サービス

供

文調

基

調整

基盤 供給

文化

オニヒトデ

文

海水
透明度

アマモ場

藻場
自体

流れ藻

葉上
付着藻類

造礁サンゴ

白化・死滅

栄養塩

海面
提供

葉上
付着藻類

水産業 関係者
漁業に関係する行政組織
漁業関連団体、事業者

（漁業者，漁
協）
加工・流通組織、事業者

海洋保全、教育、文化、観光 関係者
海洋環境の保全を目的とした組織
海洋保護団体・自然保護団体
海洋・環境に関する研究・教育機関
娯楽サービスの提供に関わる団体、事業者
趣味や余暇としての海洋利用者

白化・死滅

潮間帯そのものは減少

SESモデルでなにができるのか？
イメージ1) 気候変動の影響予測

•
サ
ン
ゴ
の
白
化
や
潮
間
帯
の
減
少
が
、
生
態
系
機
能
の
変

化
を
通
じ
てS

H

に
影
響
す
る
ま
で
の
全
体
像
を
整
理
。

•

こ
れ
を
共
通
の
知
識
ベ
ー
ス
と
し
、
地
域
のS

H

と
多
様

な
専
門
分
野
の
研
究
者
が
議
論
、
研
究
を
コ
・
デ
ザ
イ
ン
。

異常気象＋夏季高水温＋海面上昇＋その他（陸上由来汚染）

海
洋
生
態
系

人
間
社
会
系
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SH

海洋保全、教育、文化、観光 関係者
海洋環境の保全を目的とした組織
海洋保護団体・自然保護団体
海洋・環境に関する研究・教育機関
娯楽サービスの提供に関わる団体、事業者
趣味や余暇としての海洋利用者

水産業 関係者
漁業に関係する行政組織
漁業関連団体、事業者

（漁業者，漁協）
加工・流通組織、事業者

海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ・海洋資源 関係者
関係する行政組織
海洋エネルギー関係組織、事業者
海洋資源採掘に関係する事業者
製塩業者

工業、土建業、海運業 関係者
港湾整備、海運に関係する行政
沿岸の重工業関連企業
沿岸域の土木建設業関係者
海運関係
港湾施設整備の関係者

海域、安全 関係者
海上保安庁
海上自衛隊
海面利用調整組織
警察、消防
保険業の関係事業者
医療・福祉関係

陸上環境 関係者
環境に関係する行政
農業に関係する行政
自治組織、地元住民
観光、商工業関係団体
農業・林業関係団体

利用
の内
容

産業用地
利用

生活利用・
文化的利用

環境学習・研究
保全・再生活動

観光・レジャー利用
水産資源利用
（漁業、遊漁業）

航路利用
（海運業など）

産卵場景観場 餌場

人々の
経済活動・生活

の場

植物
プランクトン

動物
プランクトン

小型甲殻類
・貝類

海洋開発・
ｴﾈﾙｷﾞｰ利用

島そのもの
（隆起サンゴ）

海域の
静穏化

棲み場

海洋開発
（施設整備、航路浚渫、資源採掘

など）

景観場動植物の育成
場

魚介類の育成場

適切な
海水流動 日光、水温浅海域

陸域

外洋域

鑑賞動物の棲み場
（マンタ・カメ等）

栄養塩

動植物の
育成場

褐虫藻
（共生）

土地開発・改良

排水

赤土流出

潮間帯

魚介類の
育成場

（食用、観賞用）

基

調

供

文 文 文

供

供

調基

調

オニヒトデ

文

海水
透明度

アマモ場

藻場
自体

流れ藻

葉上
付着藻類

造礁サンゴ
（ハマサンゴ・
ミドリイシなど）

栄養塩

海面提供

葉上
付着藻類

洋上風
力発電

二酸化炭
素吸収

SESモデルでなにができるのか？
イメージ２）洋上風力発電の総合評価

発電設備の設置により、利害得失が発生

24

•
洋
上
風
力
発
電
施
設
に
よ
る
潜
在
的
な
悪
影
響
を
最
小

化
し
、
産
業
セ
ク
タ
ー
を
超
え
た
コ
・
ベ
ネ
フ
ィ
ッ
ト

を
生
み
出
す
工
夫
や
、
そ
の
実
現
の
た
め
の
研
究
内
容

を
議
論
で
き
る
。

海
洋
生
態
系

人
間
社
会
系

（
漁
礁
・
ブ
ル
ー
カ
ー
ボ
ン
・
環
境
観
測
・
教
育
・
海
レ
ク
、
等
）

95



S
H

海洋保全、教育、文化、観光 関係者
海洋環境の保全を目的とした組織
海洋保護団体・自然保護団体
海洋・環境に関する研究・教育機関
娯楽サービスの提供に関わる団体、事業
者
趣味や余暇としての海洋利用者

水産業 関係者
漁業に関係する行政組織
漁業関連団体、事業者

（漁業者，漁
協）
加工・流通組織、事業者

海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ・海洋資源 関係者
関係する行政組織
海洋エネルギー関係組織、事業
者
海洋資源採掘に関係する事業者
製塩業者

工業、土建業、海運業 関係
者

港湾整備、海運に関係する行
政
沿岸の重工業関連企業
沿岸域の土木建設業関係者
海運関係
港湾施設整備の関係者

海域、安全 関係
者

海上保安庁
海上自衛隊
海面利用調整組織
警察、消防
保険業の関係事業
者
医療・福祉関係

陸上環境 関係者
環境に関係する行政
農業に関係する行政
自治組織、地元住民
観光、商工業関係団
体
農業・林業関係団体

利
用
の
内
容

産業用地
利用

生活利用・
文化的利用

環境学習・研究
保全・再生活動

観光・レ
ジャー利用

水産資源利用
（漁業、遊漁

業）

航路利用
（海運業な

ど）

産卵場景観場 餌場

人々の
経済活
動・生活
の場

海底資
源

海洋エ
ネル
ギー

植物
プランクト

ン

動物
プランク
トン

小型甲殻類
・貝類

海洋開発・
ｴﾈﾙｷﾞｰ利用

島そのもの
（隆起サン

ゴ）

海域の
静穏化

棲み場

海洋開発
（施設整備、航路浚
渫、資源採掘など）

景観場
動植物
の育成
場

魚介類の
育成場

適切な
海水流動 日光、水温浅海域

陸域
外洋域

鑑賞動物の
棲み場

（マンタ・カ
メ等）

栄養塩

動植物の
育成場

褐虫
藻
（共
生）

土地開
発・改良

排水

赤土流出

潮間
帯

魚介類の
育成場

（食用、観賞
用）

生態系の機能
過度に増加すると悪影響を与える要素
食物網

基

調

供

文 文 文
供

供

調基

調

生態系サービ
ス

供

文調

基

調
整

基
盤

供
給
文
化

オニヒトデ

文

海水
透明度

アマモ
場

藻場
自体

流れ
藻

葉上
付着藻類

造礁サンゴ
（ハマサンゴ・
ミドリイシな

ど）

栄養
塩

海面
提供

葉上
付着藻類

25

保護水面な
ど

漁業調整、保護水面など

漁業権、採捕の規
制、

清掃活動など

駆除対策
保全対象

漁業調整、保護水面な
ど

濃い色・・特に保全や利用に関わ
る

農業振興地域
（農用地区域）

森林地域
（保安林）

農林水産省
（農村振興局、林野庁、水産庁）農地法、農
振法、土地改良法、森林法、海岸法、水産基本
法、漁業法、水産資源保護法、漁業調整規則、
海洋水産資源開発法、水産協同組合法、多面的
機能発揮対策交付制度、漁港漁場整備法、沿岸

漁場整備開発法
海域公園指定、海洋投棄規制

清掃活動推進、モニタリングなど

乱開発
✕

汚水や廃棄物などの発生源規制

排水基
準

鳥獣保護区、清掃活動推進、海中投棄規制

駆除推進

水質汚濁防止、海洋汚染✕

水質汚濁防
止

汚染✕

水質汚濁防
止、海洋汚

染✕

乱開発✕

モニタリング

濃い色・・特に保全や利用に関わ
る

自然公園地域
（特別地域、保護地

区）

環境省
（自然環境局、総合環境政策局、大臣官房、
水・大気環境局）環境基本法、自然公園法、生
物多様性基本法、自然環境保全法、鳥獣保護管理
法、種の保存法、環境影響評価法、自然再生推進
法、海洋汚染防止法、産廃法、水質汚濁防止法、

海岸漂着物処理推進法

国土交通省・経済産業省
（国土政策局、都市局、観光庁、

水管理・国土保全局、港湾局、総合政策局）
国土形成開発法、国土利用計画法、都市計画法、景
観法、観光立国推進基本法、海岸法、海洋汚染等及
び海上災害防止に関する法律、港湾法

レジャー利
用

レジャー利
用

レジャー利
用

レジャー利用

レジャー利用

レジャー利用

濃い色・・特に保全や利用に関わ
る

都市計画区域
景観計画区域

汚染✕
景観地区指

定

天然記念物指
定

天然記念物指
定

濃い色・・特に保全や利用に関わ
る

文部科学省
（生涯学習政策局、文化庁）

社会教育法、文化財保護法、教育基本法

沖縄県・総務省
（企画部、環境部、環境保全部など）

沖縄県県土保全条例、沖縄県環境基本条例、
沖縄県赤土等流出防止条例、総合沿岸管理計
画、海面利用協議会制度

総合沿岸域管理計
画

流出✕

海面利用調整協議会

濃い色・・特に保全や利用に関わ
る

各省の政策オプションを併せると、主な部分はほぼカバー。
課題は海洋政策としてどう効果的に省庁間連携するか。

（
M

a
k
in

o
a
n

d
T

a
jim

a
, 2

0
2
0
 )

オーバーラップ部に着目して、その政策的基礎となっている各省の基本計画と
根拠法令、担当部局、予算等を整理すれば、省庁間連携シナジーを設計できる？

50以上の法律
をヒアリング
及びレビュー
し、重ね合わ
せてみた。
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どうやって効果的な地域会議を運営するか

• 文科省が開発した、産学連携による「革新的イノベーション創出プログラム
（COI STREAM）」対話ツールが使えそう。多様性や総合知を活かした議
論のガイドライン。

26
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